

















































1 ）　2019年 7 月にハーグ国際私法会議において，「外国判決の承認及び執行に関する条
約」が採択されたが，同条約には2020年 3 月時点で締約国はない（竹下啓介「外国判
























































なかったとき 3 　外国裁判所が審判事項に対する管轄権を有していなかったとき b　
外国判決は次の場合には承認するを要しない。 1 　外国判決での訴訟手続における被
告が自ら防御するに十分な時間的余裕をもって当該訴訟手続についての通知を受けな







日本及びドイツは送達条約の締約国であり，送達条約 8 条 1 項に基づく領事
送達の方法として，領事が書留郵便を用いて送達書類を送付することも認め




























































原則（民執24条 2 項・現 4 項）により，調査し得ないものというべきであると
した。













































































































































































































































































































































































































































































39.3.25民集18巻 3 号486頁，平成8.6.24民集50巻 7 号1451頁により判示してい
る。なお，この点については，2018年の人事訴訟法（ 3 条の 2 以下）の改正に
より明文規定がおかれるに至った（ 3 条の 2 以下）。従来の判例法理を踏襲し，
管轄原因（人訴法 3 条の 2 〜 3 条の 4 ）を定め，特別の事情（同 3 条の 5 ）があれ
ば，管轄は認められないという民訴法と同様の判断枠組みとなっている。




















































































































































津光世「外国仲裁判断の承認・執行に関する中国人民法院の逐級報告制度 1 〜 6 」産
大法学43巻 2 号128頁（2009），同 3 ・ 4 号226頁（2010），同44巻 1 号205頁（2010），





















































































































































































































































































































































































































































































（ 1 ）〜（ 4 ・完）」法学論叢161巻 2 号〜 6 号（2007）参照。
43）　清川雅孝・粟津光世「名誉棄損で慰謝料を命じた中国判決について，相互保証が



































45）　兼子ほか・前掲注（44）640頁。森川・前掲注（42）161巻 2 号22頁，同 3 号 3 頁。
国際民商事紛争の解決について　　49
とができる。
　平成15年大阪高判は，相互の保証の要件の検討にあたって経済体制の違い
を指摘したが，社会体制の相違が我が国の内国秩序を乱すと判断される場合
には，実体的公序違反として承認を否定することができる。平成27年東京地
判とその控訴審の事例は，相互の保証を認めなかったことには疑問がある
が，経済取引に関わる事件ではなく，表現の自由又は政治的な問題も絡む事
件であり，中国の戦争被害者とその遺族から日本企業が訴えられるケースが
報道され注目されたという経緯
46）
も考慮されるなら，承認の可否の判断は慎重
にならざるを得ない。相互保証の要件を含め他の要件をすべて満たすとし
て，検討される可能性があるのは実体的公序であろうか。
おわりに
　民事裁判について考えるとき，国家の存在を強く感じることはそれほどな
い。外国判決の承認・執行の場面はその例外となる。他の要件，公序審査，
最低限必要な手続保障，間接管轄等についてもその判断基準には議論がある
が，国際活動の便宜，促進等の視点，自国民の保護，自国の実体的，手続的
秩序の保護等の視点，いずれをどの程度重視するのかという価値判断に帰着
する。だが，いずれにしても，相互の保証の要件をめぐる「両すくみ」の状
態はもどかしい。
46）　住田尚之「中国における企業訴訟の現状と課題」ジュリ1474号72頁（2014）は，
同様の集団訴訟が各地で誘発される可能性があると指摘する。
